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Abstract: 

This paper examines the role and possibility of wood biomass energy as a means of local 

revitalization. It also takes a view of strategy for diffusion. Although small local projects promoting 

wood biomass energy in the context of regional revitalization had been spread all over the country 

for the last 10 years， the market of wood biomass energy still remains very smalL However， the 

Tohoku Earthquake on March 11， 2011 had changed the situation. Renewable energy including wood 

biomass energy suddenly became expected as an alternative to nuclear energy. In Europe， the 

promotion of renewable energy is an important tool for leading green economy and a new economic 

growth. It was especially found to be an important means of regional revitalization. Active 

participation of local people and development of social capital is necessary for local revitalization 

through promoting renewable energy including wood biomass energy. In terms of wood biomass 

energy， geographically distributed heat utilization will be a main objective in the short run. 

Developing local energy market and autonomous energy democracy is also necessary. 
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I はじめに

世界の自然エネルギー 1)市場は2000年代に入

って急激に成長している。 2002年に71億ドルだ、っ

た自然エネルギーへの新規投資額は、 2005年には

5倍の354億ドルへ、その後も驚異的な伸びを見

せ、 2010年には2，110億ドルに達した。初期は、

欧州、北米地域が牽引してきたが、近年では中国

をはじめとするアジア・太平洋地域での投資が増

加している。この結果、 2010年における世界の最

終エネルギー消費における自然エネルギーの供給

割合は約16%に達したとされている (REN21

[2] )。

このように、欧州を中心に1980年代の石油危機、

1990年代の気候変動対策を通じた自然エネルギー

を巡る制度・政策の創意工夫は21世紀に入って大

きく開花し、自然エネルギーが新たな成長産業と

しての地位を確固たるものとしただけでなく、自

然エネルギー100%社会に向けたシナリオが真剣
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に検討される段階に至っている 2)。

一方で、日本の状況は、こうした世界のトレン

ドとはほとんど無関係と思われるほど遅々とし

たものであった(環境エネルギ一政策研究所

[lOJ)。しかし、 2011年3月11日の東日本大震災

における福島第一原発事故はこうした状況を大き

く変えることとなった。エネルギー政策が抜本的

に見直されつつあることに加え、多くの被災自治

体において自然エネルギーの導入が復興計画の柱

のlつとなっており、今後、様々な側面から自然

エネルギーの導入が促進されていく可能性が高ま

っている 3)。

しかしながら、自然エネルギーの導入がすなわ

ち、縮小・後退しつつある地域経済を回復させ地

域社会の再生へと寄与するわけではない。単なる

代替エネルギーとして推し進めていけば、既存の

構造への従属や依存を強化してしまう危険性があ

るためである。逆に言えば、自然エネJレギーの導

入は地域社会の自立や再生に寄与させることにそ

の本質があると言っていいだろう。

本稿の課題は、震災復興を念頭に置きながら、

自然エネルギー、特に木質バイオマスエネルギー

の地域再生に果たす役割や可能性、そしてその普

及戦略について考察することである。具体的に

は、木質バイオマスエネルギーに関わる取り組み

や研究動向をたどりつつ、東日本大震災後の価値

観の転換のなかで得られた自然エネルギーの新た

な位置づけを確認し、地域再生に向けた木質バイ

オマスエネルギーの導入戦略について検討をおこ

なう。

E 木質バイオマスエネルギーを巡る研究
動向

日本での木質バイオマスエネルギーに関わる研

究動向の lつは、欧州での木質バイオマスエネル

ギーの拡大・定着の状況を踏まえながら、日本で

の展開の可能性を検討したり論じたりしたものが

あげられる。最も先駆的なものは熊崎 [13Jであ

る。欧州における木質バイオマス利用の活発な展

開を紹介しつつ、日本における木質バイオマス発

電の実現に向けて展望している 4)。小池 [11Jも

また、スウェーデン、フィンランド、オーストリ

アといった木質バイオマス先進国の実状から、日

本での拡大戦略について、技術面、市場面等から

体系的に論じている。

もう lつは、日本における導入の課題の整理を

おこなったものである。久保山[l2Jは木質バイ

オマスエネルギーの課題を燃料供給、エネルギ一

変換、エネルギー需要、法制度の4つの面から整

理をおこない、単なる技術的な問題解決にとどま

らない総合的かつ長期的取り組みの必要性を指摘

している。また、伊藤 [8Jは、木質バイオマス
エネルギーに関わる圏内政策の展開を整理し、国

レベルでは地球温暖化防止対策や経済財政構造改

革の論理で展開しつつも、地域レベルでは林業や

地域振興への期待のなかで取り組まれていること

を明らかにした。

この他に、木質バイオマス利用に関わる技術面

で、の研究や国内外の先進事例を扱ったものなどが

多数あるが5)、いずれにしても木質バイオマスエ

ネルギーの普及・拡大をいかに進めるのかといっ

たことがそれぞれの研究目的の基底にあり、その

背景となる問題意識は地球温暖化防止や循環型社

会の構築など環境問題の解決であった。しかし、

実態としても研究レベルでも、木質バイオマスエ

ネルギーはニッチ的な存在でしかなく、地域ある

いは一国の経済・産業構造を大きく変えうるもの

という認識はまだ生まれていなかった。

こうした問題意識を大きく変えたのが東日本大

震災である。震災後に『林業経済j誌において特

集された論考において熊崎口5Jは、「地域の自
立はエネルギーの自立から」として、従来の産業

化論理だけではない地域の自立を含めた論理を示

した。閉じく同誌の特集において相川 [3Jは、

リスク社会に対応した日本における「エネルギー

自治」の確立を提唱した。「エネルギー自治」を

「住民福祉の、平時における向上および、有事に

おける確保のために、地域自らがエネルギー需給

をマネジメントし、コントロールできる領域を現

実的なレベルで増やしていこうとする試みJ(相
川ほか [5J)と定義し、需要側すなわち地域住

民がエネルギーの選択と運用に積極的に関わって

いくことが有事においても高い耐性や回復力を発

揮するだろうとしている。

また、自然エネルギー全般に関わる論考である
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が、諸富日7Jは、ドイツにおいて環境エネルギ

ー産業の伸張と雇用増大を伴って産業構造の転換

が起きつつあることについて、環境政策が経済成

長を規定することなく、むしろ産業と雇用を創造

することが定量的に明らかにされてきたこと、ま

た、環境政策が経済・産業構造のグリーン化の手

法として認識され「エコロジー的近代化論」へと

展開していったことを紹介している。

このように、自然エネルギーは単なる代替エネ

ルギーにとどまらず、地域の自立やエネルギー自

治の確立の重要な手法となり得ること、あるいは

経済・産業構造のグリーン化という新たな地域発

展戦略の中核に位置付く存在であること、といっ

た新たな枠組が少なくとも研究者レベルでは議論

され始めている。木質バイオマスエネルギーにつ

いても、従来のニッチ的な地域振興や林業振興に

とどまらない大きな枠組のなかで論じていく必要

がある。

E 自然エネルギーとしての木質バイオマス

の特徴とポテンシャル

1 木質バイオマスの原料と利用方法

エネルギーとしてのバイオマスとは、「再生可

能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いた

もの」と定義される。木質バイオマスは、このな

かで特に木質資源を指す。

原料となる資源は、廃棄物系では建築発生木材

(=建築廃材)や製材工場残材等(製材端材、お

が粉、樹皮等)がある。しかし、建築発生木材は

既に9割が再資源化され、製材工場残材も製紙用

チップや木材乾燥用ボイラーの燃料などにほぼ仕

向け先が決まっている。現在、その利用が進んで、

おらず賦存量も大きいとされているのが林地残材

である。採算が合わず林内に放置される間伐材

や、伐採過程で発生する枝条等である。林野庁の

試算によれば林地残材は毎年約2，000万rrl(約800

万トン)発生しており、そのほとんどが未利用で

あるとされている(林野庁 [18J)。後述するよう

に、この林地残材をいかに活用していくのかが木

質バイオマスエネルギーの最も大きな課題である。

次に、木質バイオマスエネルギーの利用方法で

あるが、直接燃焼、生物化学変換、熱化学変換の

3つに分けられる。生物化学変換、熱化学変換は

エタノールやメタノールなどの液化燃料等を製造

し利用するものだが、実用化レベルの技術水準に

達していない。一方、直接燃焼は、燃料の形態と

しては薪や木炭といった伝統的な燃料から、近年

広く利用されるようになってきた木質チップや木

質ベレットなど様々なものがある。それらは、含

水率によって熱量が異なり、含水率が高いほど湿

った木材を燃やすために燃焼機器の工夫が必要と

なってくる。また、利用形態としては、ストーブ

やボイラーでの暖房や給湯などによる熱利用と発

電がある。特に熱供給と発電を同時に行うものを

コジェレネーション(熱電併給)と呼んでいる。

2 利用形態によって競争力が異なる

木質バイオマスは、太陽光や風力と異なり、森

林や木材の形で貯めておくことのできるエネルギ

ーである。そのため、必要な時に必要な量だけ使

用することが出来る「切り札的存在」といわれて

いる。一方で、他のバイオマス資源に比べ賦存量

は大きいが、適切な管理が行われなければ持続可

能な利用が出来なくなる点が他の自然エネルギー

と最も異なる点である。

また、利用形態によって競争力が異なる点も注

意が必要である。スト}ブやボイラ、ーなどでの熱

利用においては、灯油、 A重油が競争相手とな

り、近年の原油価格の高騰により競争力が出てき

ている。例えば、ボイラーに利用されるべレット

は灯油よりも 1割程度安く、燃料用チップにおい

てはA重油より 3割安い状況となっており、ボイ

ラーの初期投資が大きい点を除けば、十分な競争

力を持つ状況となっている 6)。

これに対し、熱利用を伴わない発電利用の場

合、競合する燃料が石炭となる。石炭は2007年に

比べ2011年には2倍の130USドル/トン(1ドル

80円として、 10，400円/トン)となっているカ宮、

石炭の熱量は木材(含水率が50%の場合)の3-

4倍であるため、木質燃料は2，000-3，000円/トン

で供給しなければならないことになる。ちなみ

に、木材を伐採し林道まで搬出(伐出)するのに

かかる経費は、 1rrl当たり5，000円-8，000円(ト

ン換算では6，500円-10，400円)と見積もられ、通

常の伐出方法では全く採算が合わない。もう lつ
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の問題は、一般的なランキンサイクル発電(蒸気

発電)では、大型のプラントほど効率が良いとさ

れるが大量の木材を必要とし、最低規模といわれ

る5，000kW級でも年間6-7万トンの木材が必要

だと言われている 7)。木材加工業のゼロエミッシ

ョン的な発電は別として、これだけの量の木材を

低価格で供給できる地域は国内ではごく一部に限

られると考えられている(相JlI[4J)。しかし、

2012年7月に「再生可能エネルギーの固定価格買

取制度J(FIT)が施行されたことにより、木質
バイオマス発電への取り組みが具体化しつつある。

3 木質バイオマスによる地域再生の可能性

日本全体の利用可能な木質バイオマスの量から

どれぐらいのエネルギーが生産できるかという試

算がよくおこなわれるが、これ自体はある目安に

はなるがほとんど意味がない。それは、木質バイ

オマスの生産と消費は狭い範囲でおこなわれるの

が合理的であることや、森林資源の構成内容や林

業構造、エネルギー需要の特性は地域によって大

きく異なるからである 8)。

しかし、おおよそのポテンシャルを示しておく

と、現状の林業生産をベースとすると l次エネル

ギー供給量の0.5%とするものや(松村口6J)、

熊崎口4Jは日本の森林の年間生長量 l億7，000

万ぱのうち 1億ぱを伐採可能とし、建築廃材等を

含めた約6，000万rriをエネルギ一利用可能とした

場合、現在の総エネルギー消費に対して約2%の

比率になるとしている。また、久保山の試算によ

ると、化石エネルギーをすべて木質バイオマスで

代替すると、日本の森林は2年間で全て消費され

るとしている 9)。いずれにしても、日本の膨大な

エネルギー消費量に対して木質バイオマスのポテ

ンシャルは非常に小さいということである。

しかしながら、地域経済に照らしてみたときに

は必ずしもそうとはいえない。上述の通り、木質

バイオマスを熱利用した際の競争相手となるのは

灯油とA重油である。表lは岩手県におけるそれ

らの販売量と販売総額である。 2009年はリーマン

ショックの影響で、数量と単価がそれぞれ落ち込

み415億円にとどまっているが、仮に2011年の単

価で計算すると、その販売額の合計は約600億円

となる。これは、岩手県のコメの産出額に匹敵す

表1

2009年度平均単価| 販売総額
(円Ie) I (百万円)項目

灯油I 425.071 I 63.3 I 2印17
A重油I 257.265 I 56.7 I 14.576 
合計| 一 | 一 I 41.493 

資料:資源エネルギー庁「石油製品需給動態統計調査」
及び石油情報センター価格情報より作成

る金額である。言い換えれば、コメの生産によっ

て生み出した富を灯油・ A重油と引き替えに地域

外に流出させているともいえる。

さらに、この灯油・ A重油の販売量をスギの材

積に置き換えると322万ぱとなる。これは岩手県

の素材生産量131万rrl(2009年度)を大きく上回

っており、やはり全てを木質バイオマスで代替す

ることは出来ない。だが、仮に灯油・ A重油の販

売量の l割を木質バイオマスに置き換えることが

できれば、約60億円の市場を生み出すことになる

ともいえる。木材生産産出額は129億円であるか

ら、その効果の大きさが理解できる。

木質バイオマスエネルギーの大きな特徴のーっ

として、地域経済への波及効果の高さがある。オ

ーストリア・シュタイヤマルク州の試算による

と、人口 l万人、住宅4，000棟への地域熱供給を

おこなった場合、石油暖房であれば雇用者数は9

人にとどまるが、木質バイオマス暖房であれば

135人の雇用が生まれるとしている。さらにマネ

ーの流通については、石油暖房の場合59%が圏外

に流出し、州内に残るのは16%にとどまる。一

方、木質バイオマス暖房の場合、全てが囲内にと

どまり、州内には52%が残るとしている10)。

木質バイオマスエネルギーは、生産・流通過程

に多くの主体が関わることから、大きな雇用を生

み出し、また生産された価値の多くが地域に還元

されるという特徴を持っている。

N 木質バイオマスエネルギ一利用の展開

一東日本大震災前まで

1 石油危機から地球温曜化防止対策まで

今日でも途上国を中心として世界の木材需要の

約半分は燃料用である。日本も1960年代頃までは
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薪炭がエネルギーの中心を担っていたが、その後

化石エネルギーに急速に転換した。

化石エネルギー依存に警鐘を鳴らしたのは2度

の石油危機で、特に1980年代の石油危機以降、欧

州では木質バイオマスの近代的な利用の取り組み

が本格化した。日本でも木質ベレットが石油の代

替エネルギーとして注目され、 1983年までに圏内

に26のベレット工場が設立され、年間約2万8，000

トンのベレットが生産された。しかし、 1985年以

降の円高ドル安を主な要因として原油価格が下落

するとペレットは競争力を失い、ベレット工場は

次々と閉鎖され、一時3工場を残すのみとなった。

次に木質バイオマスが注目されるのは2002年の

ことである。 2002年に日本が京都議定書を批准

し、同年に「新たな地球温暖化防止大綱」が策定

された。この中で木質バイオマスは初めて温暖化

防止対策の中に位置づけを与えられた。同じく

2002年に改正されたいわゆる新エネルギー法にお

いて、木質バイオマスが新エネルギーとして加え

られたことも大きな意味を持った11)。これによっ

て、 NEDOや林野庁の事業のメニューに木質バイ

オマスが加わることになった。さらに、小泉政権

下における経済財政構造改革の文脈からスタート

した「バイオマス・ニッポン総合戦略J(2002年)
が加わり、木質バイオマスに関わる取り組みが全

国に広がることとなった(伊藤 [8J)。

各地での取り組みはまず木質ペレットの製造が

先行した。ペレット製造事業所数は2009年までに

79工場へ、生産量は5万8，000トン (2010年)に

達した12)。ただし、 2008年時点で年間生産量が

1.000トン未満の小規模工場が85%を占める状況
となっている(日本住宅・木材技術センター

[22J)。

2 岩手県における取り組み

岩手県での取り組みは、 2000年に岩手・木質バ

イオマス研究会(以下、研究会)が設立されたこ

とや、その前年に当時の増田知事がスウェーデン

において木質バイオマス利用の視察をおこなった

ことが出発点となっている。地球温暖化防止を枕

詞にしながらも、地域資源の活用による地域活性

化や林業振興を目的として取り組みが始まった。

2000年当時、「木質バイオマス」という言葉自

体が全くといっていいほど認識されておらず、

1980年代に挫折した木質バイオマスブームを知る

者からは冷ややかな目で見られるなど、むしろマ

イナスからのスタートといってよい状況であった。

より一般的な「木質バイオマス市場」の形成に

向けてまず取り組まれたのは、日本貿易振興機構

の事業によるスウェーデン・ヴェクショー市との

4年間に渡る交流である。囲内に具体的な事例が

少ないなか、ヴ、エクショー市へのミッション団の

派遣やスウェーデンからの専門家招聴を通じて、

木質バイオマスに関する様々な知識や情報を蓄積

するとともに、目指すべき木質バイオマスのビジ

ネスモデルや地域社会像を共有・醸成していくこ

ととなった。

岩手県は、研究会の取り組みと連携を図りつつ、

2003年に「いわて木質バイオマスエネルギ一利用

拡大プラン」を策定し、環境生活部、商工労働観

光部、農林水産部、県土整備部、企業局による部

局横断的な取り組みがスタートした。これによ

り、岩手県の木質バイオマスエネルギーの導入は

大きく前進することとなった。

ベレットストーブについては、岩手県の独自予

算で設置補助金を設けるなどして、 2011年度末ま

でに1，612台が導入された。ベレットボイラーは

学校や保育園などのほか、 j副くプールやブロイラ

ーの暖房等、補助なしの民間導入も含めて52台

が、チップボイラーもまた公共施設に24台が導入

された。この結果、ペレットの利用量は約4，024

トンへ、チップの利用量は3，544トンに達した(い

ずれも2011年度末現在)。

このように、小さいながらも木質バイオマスの

市場が形成されたわけであるが、そのためには、

木質バイオマスが生産者、消費者の双方において

「商品」として認識され「信用」で結ぼれること

が必須条件となる。そのためには、市場イメージ

を共有したり、信頼関係を積み重ねる長い助走期

間が必要であった。

V 地域再生に向けた木質バイオマスエネル

ギ一戦略一大震災を経て

1 大震災を経験しての気づき

東日本大震災において、津波被害を除いて最も
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深刻だったことの lつは、ガソリンや灯油が払底

したことであろう。東日本地域にある9カ所の精

油所のうち6カ所が一時操業を停止し、日本全体

の精油能力の3分のlがダウンしたためである。

そのため、被災地はもちろん東日本全域でガソリ

ン等が入手しにくくなり、数週間にわたってガソ

リンスタンドに長い列ができた。

この中での気づきのlつは、これほどまでに石

油に依存していたのかということである。原発事

故も含め、無関心に巨大システムに依存すること

のリスクの大きさについて改めて認識する機会で

あった。もう 1つは、原発を象徴とする中央集中

型の巨大システムは、ある面では経済の安定化装

置であるが、一方で、は富の収奪装置でもあるとい

う気づきである。

これらの気づきは、自然エネルギーを推進して

いく上で重要な視点を与えている。自然エネルギ

ーの導入が公正な市場にもとづく地域への富の還

元システムとして機能するのかどうか、あるい

は、そこに民主的プロセス(合意形成、自己決定

等、地域自立化のプロセスそのもの)が含まれて

いるのかどうか、といった視点である。特に被災

した地域は、過疎、高齢化といった、資本主義経

済の矛盾がもっとも強く表れた地域であり、都市

機能やインフラを整えさえすれば復興するという

地域ではない。復興には農山漁村問題全般の解決

を避けて通れず、これまでとは大きく価値観と手

法を転換する必要があるからである。木質バイオ

マスを含む自然エネルギーが地域再生の道具立て

となり得るかどうかということが問われるのであ

る。

2 地域再生に向けた戦略一岩手・木質パイ

オマス研究会の政策提言

研究会では、初期的市場の形成を実現した後の

政策提言のために次のような課題の整理をおこな

った。

l点目は、木質バイオマスエネルギーの普及が

停滞し始めているということ、具体的には公的施

設への導入が中心で、民間への普及が進まないこ

とで、積極的な設備投資を促す手法の検討が必要

だということである。

2点目は、林地残材の活用をいかに進めるかで

ある。ペレットやチップの原料は製材工場等で発

生するパーク(樹皮)や端材が主であり、さらな

る供給量増の余力が十分ではなく、ボイラー導入

の阻害要因ともなっていた。

3点目は、単に木質バイオマス利用を進めるだ

けでなく、 50年後、 100年後の森林資源造成を含

めた持続的な木質バイオマス利用と林業生産のシ

ステムの構築について検討する必要があるという

ことである。

以上を踏まえ、政策提言をとりまとめているさ

なかに東日本大震災が発生した。研究会では、震

災後に木質バイオマスエネルギーの有する意義に

ついて改めて聞い直し政策提言をおこなった。震

災からの教訓は、巨大システムへの過度の「依

存」からの「自立」であり、農山漁村問題全般の

克服を通じた地域の経済的精神的自立をいかに実

現していくのか、というものであった。具体的に

は、地域自治の重要な要素としてどのようなエネ

ルギーを自ら選択するのか、すなわちエネルギー

自治の確立が求められていること、そして、地域

自らが生み出すエネルギーは地域に富をもたらす

ものとして構築されるべき、という理念である

(図 1)。この理念に基づき、 2011年7月に公表し

た政策提言では、木質バイオマスエネルギーの

普及に必要な基本的な考え方=戦略を整理してい

る13)。

l点目は、自然エネルギーに対する自治体の明

確な姿勢が必要だということである。日本の自然

エネルギーの市場は小さく、初期的な市場に信用

を与えるためには国だけでなく個々の自治体の姿

勢が非常に大きな意味を持っている。これは、岩

手県での木質バイオマスの10年間の取り組みで経

験した重要な示唆でもある。

2点目は、地域が自立化していくことを重視

し、地域住民の主体的な選択と地域資本の育成を

促すことが重要だということである。自然エネル

ギーが単なる代替エネルギーという位置づけでは

富の収奪構造は変わらないのであり、地域に富を

集積していくためにはエネルギーの生産主体が地

域住民を主体とする地域資本である必要がある。

今、最も急がれるのはこの地域資本の育成と地域

住民の参画であろう。

3点目は、小規模分散型の熱利用をまず重視
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直ヨ困

森林(地域資源)

自立的経済圏の創造

石油(地域外資源)

地域マネー(富)の流出

石油(地域外資源)
依存の低減

地域マネー(富)
の流出減少

図1 木質バイオマスエネルギーによる地域経済の自立化のイメージ

し、その経験の積み重ねの先に大規模な発電があ

るだろうということである。大規模な木質バイオ

マス発電を実現するためには、燃料の大量かっ安

定供給体制を構築する必要があるが、そのレベル

の林業生産力水準に達している地域は日本ではご

く限られているためである。また、発電のみでは

エネルギー効率及び採算性が悪く、欧州では発電

をする場合でも熱利用が重視されるのが常識化し

ている。また、小規模分散型の熱利用のメリット

は排他的な地域市場を形成できるという点にあ

る。燃料も熱も生産した場所で使うのが最も合理

的であるが、それは同時に大規模資本が参入しに

くい条件だからである(表2)。
4点目は、地域ごとの特徴に配慮した技術水準

と資本規模を慎重に見極める必要があるというこ

と、そして、地域住民が管理・運用できる、安定

したローテクが重要だということである。

5点目は、木質バイオマスの根幹である林業が

活性化し安定していくことが重要だということで

ある。木質バイオマスをはじめとする再生可能エ

ネルギーは、新たな価値の創造であり、競争では

なく共生の論理が追求されるべきものである。国

際的な市場のなかで競争を強いられる林業におい

ても、新たな価値を創造し自ら価値実現できる範

囲を少しずつ広げていくことが重要であろう。そ

表2 分散型熱利用と大規模発電の特徴の比較

項目 分散型熱利用 大規模発電

設備投資費 数千万~数億円 5000kW級で20億円

燃料供給 地域内 広域から大量・安定供給

エネルギーの 地域内、排他的市場 地域に限定されない、

利用・市場 を形成 国レベルの制度に規定

エネルギ}効率 80%- -30% (専燃の場合)

技術レベル 低い 高い

地域資本の参入 容易 困難

れはおそらく地域市場を自ら創造することと、一

方で生み出した価値を共有してくれるパートナー

との連携にあるのではないだろうか14)。

3 FITの懸念

上述の通り大規模集中型の木質バイオマス発電

は、現状での林業生産力水準を踏まえると現実的

なものではなかった。しかし、 FITにおいて木質

バイオマス発電からの調達価格が高い水準に設定

されたため、各地域で発電プラントの建設が具体

的に検討されている。

木質バイオマス発電からの調達価格は3つに区

分された燃料の種類ごとに設定されている。最も

高い価格が設定されているのは「未利用木材」で、
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33.6円/kWh(税込み)である15)。この場合、想

定される発電所でのチップ買取価格は、 5.000kW

級専焼発電で12.000円/トン(湿潤含水率40%)、

石炭混焼発電の場合は同様に25.200円/トンとな

る(表3)。
このことによって以下の点が懸念される。 1点

目は、大規模発電所が乱立する可能性があること

である。表3で示したように、 5.000kW級の未利

用木材のチッフ。買取価格は既存のパルフ。用チップ

に、同じく石炭混焼発電のそれはスギ製材用丸太

に影響を与える価格帯となっている。また、圏内

の木材需要が減少傾向にあって、安定的な出荷先

を求めている林業界は、むしろ木質バイオマス発

電に期待感を持っているかもしれない。

2点目は、持続性と関わる点である。発電所が

稼働すれば年間数万rriの木材需要が地域内に生ま

れることになるが、過度な伐採やカスケード利用

を無視した供給が進む可能性があることである。

林野庁は未利用材であるかどうか等の燃料調達の

証明ガイドラインを作成しているが、どの程度徹

底されるかはわからない。現状では森林の超長期

にわたる持続性を担保するルールが存在しない。

3点目は、環境倫理的な問題である。熱利用を

伴わない発電は、エネルギー効率が低いため、場

合によってはCO2の削減に貢献しないこともあり

得る16)0FITでは熱利用を含む効率向上を促す制

度設計になっていないため、ライフサイクル上問

題のある発電所の建設を抑制出来ない。また、低

効率であることは、森林の持つ価値を十全に実現

できないということでもあり、地域への価値還元

の視点からも問題が大きい。

表3 燃料種類別チップ買取価格の試算
単位・円/トン(湿潤含水率40%)

5.0ookW専焼発電 石炭混焼発電(熱利用なし)
未利用材
(林地残材など) 12.000 25.200 

般木材等
(製材廃材、輸入チップ等) 7.5∞ 17.ωo 

リサイクル木材
2.∞o (建設廃材)

資料:泊みゆき講演資料より。なお、 5，∞OkW専焼発電
での価格は調達価格等算定委員会資料より、石炭
混焼での価裕は、森のエネルギー研究所側による
試算。

そしてなによりも、現状では囲内のほとんどの

地域において木質バイオマス市場は未成熟な状況

にあるにもかかわらず、最も困難な発電事業に取

り組むことは地域にとって大きなリスクとなる。

また、地域の論理よりも古い構造を強化するよう

な産業論理が先行するのではないかという大きな

懸念がある。

羽おわりに

木質バイオマスエネルギーの圏内の取り組み

は、最近10年ほどで全国的な広がりを見せてい

る。地球温暖化防止等の環境問題を枕詞にしなが

らも、地域活性化を願った小さな取り組みは各地

域で大きく進展しつつある。しかし、全体として

見ればなお察明期といっていい状況であり、木質

バイオマス市場はごく小さな存在でしかない。

しかし、東日本大震災によって状況は一変し

た。脱原発の潮流のなかで代替エネルギーとして

自然エネルギーへの期待が突知として高まったの

である。だが、単なる代替エネルギーとして位置

づけるのは自然エネルギーの本質を捉えていな

い。欧州の取り組みに見られるように、自然エネ

ルギーの推進は経済・産業構造のグリーン化を通

じた新たな成長戦略であり、特に地域再生の重要

な手段として位置付いているのである17)。

木質バイオマスを含む自然エネルギーが地域再

生の手段として機能するためには、地域住民の主

体的な取り組みと社会関係資本を含めた地域資本

の育成が何よりも重要で、ある。木質バイオマスに

ついていえば、小規模分散型の熱利用を中心に、

自ら価値実現を可能とする地域エネルギー市場の

構築とエネルギー自治の確立が当面の目標となる

だろう。

しかし、 FITの施行はこうした地域の取り組み

を妨げる懸念もあり、慎重な見極めと制度の有効

な活用が望まれる。

注

1 )本稿で用いる「自然エネルギー」は「再生可

能エネルギー」と同義語であり、引用文献に

依る場合のみ後者を用いる。

2)例えば、 EREC(European Renewable Energy 
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Council) [ 1 Jでは2050年までに自然エネル
ギー100%の社会を構築するためのピジョン

が示されている。しかし、ここに至るまでの

「知の共有化」の過程が重要であり、 1990年

代の欧州、特に北欧での民主的で大胆な政策

の展開過程を描いたものとして飯田 [7Jが
ある。また、化石エネルギー経済から脱する

新たな経済、ソーラ一地球経済を実現可能な

ものとして描いたシェーア [19Jがある。

3)例えば、東日本大震災復興構想会議 [6Jの
提言において、地域経済活動の基盤強化の l

っとして再生可能エネルギーの利用促進をあ

げているほか、岩手県 [9Jの復興基本計画
においても、「さんりくエコタウン形成」プ

ロジ、エクトとして、再生可能エネルギーを中

心とした自立型・分散型エネルギーの供給体

制の構築をあげている。

4) しかし、欧州でのその後の10年間の動向は、

当初期待された液体燃料化等の革新的エネル

ギー変換技術が期待はずれに終わり、一方で

直接燃焼技術が洗練され強い市場競争力を持

つようになったことを踏まえ、直接燃焼によ

る熱利用を軸とした日本における木質バイオ

マスビジネスを展望している(熊崎 [14J)。

5) ここでは個々に文献は示さないが、例えば、

森林利用学会での木質燃料の収集運搬に関わ

る研究、日本エネルギー学会バイオマス部会

での研究、さらには都市計画分野でも研究が

取り組まれており、研究領域は川上から川下

まで裾野が広いのが特徴である。

6)岩手県林業技術センターの2007年時点での試

算。具体的には、単価は灯油89.26円/Q、A

重油84.00円/Q、ペレット(業務用)36.75円

/kg、燃料用チップ3，675円/ばとし、単位熱

量 (kWh) 当たりの価格は、灯油11.07円、

A重油10.33円、ベレット10.08円、燃料用チ

ップ6.97円となった。

7)側森のエネルギー研究所の試算。

8)千葉大学と環境エネルギー政策研究所によっ

て研究されている「永続地帯」という概念が

ある。域内の民生・農水用エネルギー需要を

上回る量の再生可能エネルギーを生み出して

いる市区町村を 1100%エネルギー永続地帯J

と定義すると、 2009年には圏内に57町村存在

するとしている(永続地帯2011年版報告書、

http://sustainable-zone.org/)。それらの町村

は農山村地域で、エネルギー需要に対して自

然エネルギーのポテンシャルが高い地域であ

り、より具体的に地域に即して検討すべきこ

とを示唆している。

9)久保山裕史「日本の森林資源利用とバイオマ

ス熱利用Jバイオマス産業社会ネットワーク
第103回研究会報告資料、 2010年、よれ

10)三浦秀一(東北芸術工科大学)講演資料より。

11) 1980年代の木質ベレット事業の失敗から、木

質バイオマスは「失敗したエネルギー」とい

うレッテルが貼られ、 2002年の改正まで新エ

ネルギー法の対象となっていなかった。

12)ペレット製造事業所数については日本木質ベ

レット協会調べ、生産量は林野庁「特用林産

基礎資料Jより。
13)政策提言は、岩手・木質バイオマス研究会

『新たな地域づくりと木質バイオマスの普及に

関する政策提言 2011年.1(http://wbi.main. 

jp/)、として筆者も研究会代表として執筆に

加わった。

14)実際、日本林業は、グローパル化以前は国家

独占資本に、グローパル化以後は世界的なマ

ーケットの論理に規定され、地域のなかに価

値実現の機会と手段を見いだすことが出来な

いという困難な状態が続いている。しかし、

木質バイオマスエネルギー同様林業において

も、生産した価値ないしは財の分配をいかに

公正なものとし地域にとどめるかが問われな

ければならない。こうした問題提起が最近山

本 [21]によっておこなわれている。

15)資源エネルギー庁によると、木質燃料の区分

と調達価格は次の通りである。「未利用木材」、

間伐材や主伐材で、あって、設備認定において

未利用であることが確認できたものに由来す

るバイオマス、 33.6円/kWho 1一般木材等」、

未利用木材及びリサイクル木材以外の木材

(製材端材や輸入木材)並びにパーム榔子殻、

稲わら・もみ殻に由来するバイオマス、 25.2

円/kWho1リサイクル木材J、建設廃材に由
来するバイオマス、 13.65円/kWh。いずれも
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税込み価格で、調達期間は20年間である。

16)バイオマス産業社会ネットワークシンポジウ

ム (2012年3月19日)における古俣寛隆(北

海道立総合研究機構森林研究本部林産試験場)

の報告 (http://www.npobin.netl)。

17)定義は一様ではないが、欧州には「エネルギ

一自立地域」という概念があり、エネルギー

自給率100%を達成した自治体が多数存在す

る。それらは地域再生のあらたな戦略として

取り組まれているのである(滝川ほか [20J)。
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